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1．はじめに


































2013 年 11 月 30 日受付






いて 2030 年の日本のエネルギーミックスに焦点を当て，その経済影響について評価を行った。2030 年に原子力発電
比率を 0%，15%，20 ～ 25% とするシナリオについて評価した場合，0% シナリオでは実質電力価格が 2010 年比で



































てきたが，それらの議論をまとめ，2012 年 6 月
にエネルギー・環境会議は国民に対して「エネル
ギー・環境に関する選択肢」を提示した 4）。これ
は 2010 年の原子力発電比率 26% に対し，2030





































このような状況下で 2012 年 12 月に発足した
自民党の安倍首相による政権は，アベノミクスと
呼ばれる経済浮揚策を掲げることで広く認知され






































一般水力 11.9 円 /kWh，石油火力 10.7 円 /kWh，
LNG 火力 6.2 円 /kWh，石炭火力 5.7 円 /kWh，























算 8）である。大島は 1970 年度から 2007 年度に











力の発電単価を 12.23 円 /kWh，火力を 9.90 円 /






























































として提示し，8.9 円 /kWh 以上としている。う
ち 資 本 費 2.5 円 /kWh， 運 転 維 持 費 3.1 円 /
kWh，核燃料サイクル費 1.4 円 /kWh，追加的安
全対策 0.2 円 /kWh，政策経費 1.1 円 /kWh，事
故リスクへの対応 0.5 円 kWh「以上」である。
従来「発電コスト」として計上されていたもの（資
本費，運転維持費，核燃料サイクル費及び安全対
策）はおよそ 7.3 円 /kWh と，プラント建設費の
上昇（ここでは 35 万円 /kW と想定）等に伴い







燃料 ）0.84 円 /kWh，バックエンド 0.55 円 /
kWh（うち再処理等 0.46 円 /kWh，中間貯蔵














ことにより、原子力の発電単価を 12.23 円/kWh、火力を 9.90
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円/kWh 以上としている。うち資本費 2.5 円/kWh、運転維持
費 3.1 円/kWh、核燃料サイクル費 1.4 円/kWh、追加的安全
対策 0.2 円/kWh、政策経費 1.1 円/kWh、事故リスクへの対
応 0.5 円 kWh「以上」である。従来「発電コスト」として
計上されていたもの（資本費、運転維持費、核燃料サイク
ル費及び安全対策）はおよそ 7.3 円/kWh と、プラント建設
費の上昇（ここでは 35 万円/kW と想定）等に伴い従来試算
の 5～6 円/kWh に比べて若干高くなっている。その上で、
この試算では政策経費及び事故リスクへの対応費用として、





































































廃炉コストについては 1 基当りの費用を 680 億















は 0.09 円 /kWh の上昇となる。即ち，仮に図 1
に示す火力発電と比べた場合，事故被害が 10 兆
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円規模（事故リスク費用 0.9 円 /kWh）であれば「原
子力発電の収益性は他の電源との比較において遜
色はない」とする従来試算の結論を大きく覆すも








3.5 × 10−4/ 炉・年を採用した場合，もしくは日
本の原子力発電所の運転実績に基づき 2.0 ×
10−3/ 炉・年を採用した場合に，これらの確率を
5.8 兆円に乗ずると，発電単価への寄与は 0.3 円 /


























前者は 9.5 ～ 9.7 円 /kWh（2030 年に CO2 対策費
用が上昇した場合には 10.3 ～ 10.6 円 /kWh），後
者 は 10.7 ～ 11.1 円 /kWh（ 同 10.9 ～ 11.4 円 /
kW）となっている。ここで燃料価格の高騰を受
























48 ～ 55 万円 /kW，発電単価 33.4 ～ 38.3 円 /
kWh に対し，2030 年に 18.9 ～ 38.4 万円 /kW ま
で低下し，それにより発電コストが 2030 年には
9.9 ～ 20.0 円 /kWh まで低下する計算となってい
る。その際，グリーンピース及び欧州太陽光発電
産業協会 15）をもとに，太陽光発電設備の稼働年
数を 2030 年時点で 35 年としていることが特徴
的である。また風力発電については，2010 年時
点で陸上 9.9 ～ 17.3 円 /kWh，洋上 9.4 ～ 23.1 円
/kWh に対し，「コスト低減の可能性」として
2030 年に陸上 8.8 ～ 17.3 円 /kWh，洋上 8.6 ～
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8.9 円 /kWh 及び 10.7 円 /kWh とされる原子力
及び LNG 火力発電コストは 9.3 円 /kWh 及び
10.8 円 /kWh となり，平均コストが微小に上昇
する。しかし資本費率が高く，償却年数の長い水
力発電等ではこの効果が特に顕著に現れ，10.6 円









力発電コストは図 2 に示す通り前者では 8.9 円 /




























力発電コストは図 2 に示す通り前者では 8.9 円/kWh、後者





































































オ及び 15%シナリオで 2030 年に 1990 比 23%減、20～25%
シナリオで同 25%減と設定されている。原子力 15%シナリ


























原子力発電比率 26% 0% 15% 20～25%
再生可能エネルギ
ー発電比率 10% 35% 30% 30～25%
火力発電比率 63% 65% 55% 50% 
 
石炭火力 24% 21% 20% 18% 
LNG 火力 29% 38% 29% 27% 
石油火力 10% 6% 5% 5% 
GHG 排出削減率





















シナリオ 1 で 0%，シナリオ 2 で 15%，シナリオ
















0% シナリオ及び 15% シナリオで 2030 年に 1990
比 23% 減，20 ～ 25% シナリオで同 25% 減と設
定されている。原子力 15% シナリオに比べて 0%




















に対し，「3 つの選択肢」では表 1 のように，








れており，2010 年の発電量 89TWh に対し，
2030 年には 118 ～ 128TWh まで緩やかに拡大す
ることが想定されている。それに対して太陽光発
電及び風力発電の導入拡大想定は著しく，太陽光
については 2010 年の 3.6GW から 2030 年に 25%，
30% 及 び 35% シナリオで そ れ ぞ れ 53.4GW，
63.3GW 及び 68.6GW とされている。また風力発電












原子力発電比率 26% 0% 15% 20～25%
再生可能エネル
ギー発電比率 10% 35% 30% 30～25%
火力発電比率 63% 65% 55% 50%
石炭火力 24% 21% 20% 18%
LNG火力 29% 38% 29% 27%
石油火力 10% 6% 5% 5%
GHG排出削減率
（1990年比） −0.3% −23% −23% −25%
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ぞれ 17.6GW（うち洋上風力 2.1GW），34.9GW（う








ケースで 26.1 兆円，30% ケースで 35.2 兆円，
35% ケースで 43.6 兆円と推計された。この 43.6







シナリオで 2.7 兆円，30% シナリオで 3.4 兆円，












































































再生可能25% 再生可能30% 再生可能35%  
（出所）エネルギー・環境会議（2012） 
図 3 再生可能エネルギー導入の想定 
 
日本では 2010 年現在、発電電力量の 10%程度を再生可
能エネルギーが担っており、うち 8.2%が水力、1.3%がバイ
オマス、1.0%が風力・太陽光等である。水力発電の拡大余
地は国内では限られており、2010 年の発電量 89TWh に対
し、2030 年には 118～128TWh まで緩やかに拡大すること
が想定されている。それに対して太陽光発電及び風力発電
の導入拡大想定は著しく、太陽光につい は 2010 年の
3.6GW から 2030 年に 25%、30%及び 35%シナリオでそれ
ぞれ 53.4GW、63.3GW 及び 68.6GW とされている。また風








額は、再生可能 25%ケースで 26.1 兆円、30%ケースで 35.2
兆円、35%ケースで 43.6 兆円と推計された。この 43.6 兆円






























































げた結果として，原子力 15% シナリオ及び 20 ～

























































ース（2010 年と同様の電源構成を 2030 年に想定
するケース）であっても 2030 年の電力価格は


















に伴い発電コスト上昇で更に 23% 分，FIT で
23% 分，系統対策コストで 2% 分，CO2 価格で












の際，図 6 や図 7 に示す電力価格の代りに，「家
庭の電気代」として，2010 年の平均的な値 1 万











































































































































FIT で 23%分、系統対策コストで 2%分、CO2 価格で 56%分
















































































































































FIT で 23%分、系統対策コストで 2%分、CO2 価格で 56%分












「2010 年の 1 万円 / 月に対し，2030 年には 20 ～
25% シナリオ及び 15% シナリオで 1.8 万円 / 月，
0% シナリオで 2.0 万円 / 月」，NIES の計算結果


















られる。0% シナリオでの 2030 年の限界削減費
用は RITE，野村准教授，IEEJ，伴教授，NIES
でそれぞれ 55,422 円 /tCO2，38,699 円 /tCO2，
















影響は異なり，2030 年の実質 GDP の低下率は
25% シナリオで− 0.4% ～− 4.4%，0% シナリオ






シナリオで− 18.5%，25％シナリオで− 11.8% に
及ぶ。いずれにせよ，原子力比率の低いシナリオ
において経済影響が大きくなる傾向は一致してお



























図 6 電力価格（実質）への影響要因 
 
 1 章で述べた通り、これらの試算結果の一部は事務局に
よって整理され、国民に提示された。その際、図 6 や図 7
に示す電力価格の代りに、「家庭の電気代」として、2010
年の平均的な値 1 万円/月が 2030 年に各シナリオで名目額
でいくらになるか、として示された。一般的に 2030 年に電
力価格が上昇するシナリオほど家庭の電力消費量が減少す
るため、例えば RITE の試算結果は、「2010 年の 1 万円/月
に対し、2030 年には 20～25%シナリオ及び 15%シナリオで
1.8 万円/月、0%シナリオで 2.0 万円/月」、NIES の計算結果

















授、NIES でそれぞれ 55,422 円/tCO2、38,699 円/tCO2、37,500





用は現状の炭素価格に比べて極めて高く、表 1 に示す GHG
排出削減目標の達成の難しさを改めて認識させる。 
 
(2) 実質 GDP の変化 
 発電に係るコストの上昇は企業や家計の活動を低下させ、
経済の規模を縮小させる。各シナリオにおける、ベースラ
インケースからの実質 GDP の低下率は図 7 の通りである。
各モデル間の推計方法や特性の違い、例えば上述の通り価
格弾力性が大きく異なることなどにより、モデル間で経済









おり、RITE のモデルにおける最大 7.4%の GDP ロスは金額






















































図 6 電力価格（実質）への影響要因 
 
 1 章で述べた通り、これらの試算結果の一部は事務局に
よって整理され、国民に提示された。その際、図 6 や図 7
に示す電力価格の代りに、「家庭の電気代」として、2010
年の平均的な値 1 万円/月が 2030 年に各シナリオで名目額
でいくらになるか、として示された。一般的に 2030 年に電
力価格が上昇するシナリオほど家庭の電力消費量が減少す
るため、例えば RITE の試算結果は、「2010 年の 1 万円/月
に対し、2030 年には 20～25%シナリオ及び 15%シナリオで
1.8 万円/月、0%シナリオで 2.0 万円/月」、NIES の計算結果























用は現状の炭素価格に比べて極めて高く、表 1 に示す GHG
排出削減目標の達成の難しさを改めて認識させる。 
 
(2) 実質 GDP の変化 
 発電に係るコストの上昇は企業や家計の活動を低下させ、
経済の規模を縮小させる。各シナリオにおける、ベースラ
インケースからの実質 GDP の低下率は図 7 の通りである。
各モデル間の推計方法や特性 違い、例えば上述の通り価
格弾力性が大きく異なることなどにより、モデル間で経済
影響は異なり、2030 年の実質 GDP の低下率は 25%シナリ
オで－0.4%～－4.4%、0%シナリオで－1.4%～－7.6%とな







おり、 ITE のモデルにおける最大 7.4%の GDP ロスは金額
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